
■通勤手当（平成 28 年度決算）

支給実績 36,005 千円 
支給職員 1人当たり平均支給年額 　53,738 円
交通機関等利用者…運賃等相当額（上限 55,000 円）
交通用具利用者
　片道   2km 以上 5km 未満…2,000 円

5km 以上 10km 未満…4,200 円 
        10km 以上 40km 未満…5km ごとに 2,900 円加算
        40km 以上 45km 未満…24,400 円
        45km 以上 60km 未満…5km ごとに 1,800 円加算
        60km 以上…31,600 円

■市長・副市長・教育長の給料など

　（平成 29 年 4 月 1 日現在）

区分 給料月額 期末手当 退職手当（1期分）

市長 950,000 円

3.25 月分
（加算 15％）

20,976,000 円

副市長 700,000 円 9,072,000 円

教育長 617,000 円  5,923,200 円

※退職手当の「1 期の手当額」は、4 月 1 日現在の給料月額
及び支給率に基づき、1 期（4 年 =48 月）勤めた場合におけ
る退職手当の見込額
※退職手当 1期分の計算
　市長…950,000 円×在職月数× 46/100
　副市長…700,000 円×在職月数× 27/100
　教育長…617,000 円×在職月数× 20/100

■議長・副議長・議員の報酬など （平成 29 年 4 月 1 日現在）

区分 報酬月額 期末手当
議  長 481,000 円 3.25 月分

（加算 15％）
副議長 424,000 円
議  員 391,000 円

特別職の報酬などの状況

職員数の状況

■部門別職員数の状況（平成 29 年 4 月 1 日現在）

普通会計部門　　　　　　 公営企業等会計部門
区分 職員数 前年比 区分 職員数 前年比
議会 7人 病院 7人
総務 173 人    3 水道 28 人   1
税務 25 人    2 下水道 12 人 △ 1
民生 214 人 △ 23 その他  83 人 △32
衛生 49 人    7 小計 130 人 △32

農林水産 39 人 △ 3
商工 18 人     1
土木 65人 △ 1  

教育  98 人 △ 1
消防 129 人 3 合計 947 人    4小計 817 人 36

※職員数は一般職に属する職員数
※主な増員理由…事務事業範囲の拡大による増員
※主な減員理由…機構改革に伴う事務移管などによる減員

■年齢別職員構成（平成 29 年 4 月 1 日現在）

区分 職員数 区分 職員数
20 歳未満 6人 40 歳～ 43 歳 140 人

20 歳～ 23 歳 33人 44 歳～ 47 歳 133 人
24 歳～ 27 歳 57 人 48 歳～ 51 歳 102 人
28 歳～ 31 歳 54 人 52 歳～ 55 歳 101 人
32 歳～ 35 歳  74 人 56 歳～ 59 歳 121 人
36 歳～ 39 歳 125 人 60 歳以上 1人

合計   947 人

■級別職員数の状況（平成 29 年 4 月 1 日現在）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

1 級  主事 104 人 111.0％
2 級  主事    89 人  9.4％
3 級  主任・主査   216 人 22.8％
4 級  係長   270 人 28.5％
5 級  課長補佐   204 人 21.5％
6 級  課長 31 人 13.3％
7 級  課長 21 人 12.2％
8 級  部長・局長    12 人  1.3％

合計   947 人  100％
※本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です
※標準的な職務内容は、それぞれの級に該当する代表的な職務です

■職員数の推移
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■人件費（平成 28 年度）

人口 89,470 人
歳出額（Ａ） 42,998,755 千円
実質収支 2,007,603 千円
人件費（Ｂ） 6,874,041 千円
人件費率（Ｂ／Ａ） 16.0％
※人口は平成 29 年 1 月 1 日時点の住民基本台帳人口による
ものです
※人件費については、普通会計に係る決算です

■職員給与費（平成 28 年度）

職員数（Ａ） 781 人
給料 2,996,399 千円
職員手当 549,053 千円
期末・勤勉手当 1,169,937 千円
合計（Ｂ） 4,715,389 千円
1人当たり給与費（Ｂ／Ａ） 6,038 千円
※職員数は、平成 28 年 4 月 1 日現在の人数です
※職員給与費については、普通会計に係る決算です
※職員手当には退職手当は含まれていません

総　括

■職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
一般行政職 43.4 歳 332,827 円 391,533 円
技能労務職 51.4 歳 324,600 円 337,245 円

※平均給料月額は、平成 29 年 4 月 1 日現在における各職種
ごとの職員の基本給の平均です
※平均給与月額は、給料月額と毎月支払われる扶養手当、
住居手当、管理職手当、時間外勤務手当などのすべての諸
手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査にお
いて明らかにされているものです

■職員の初任給（平成 29 年 4 月 1 日現在）

区分 四国中央市 国

一般行政職 大学卒 178,200 円 同左高校卒 146,100 円

■一般行政職員の経験年数別・学歴別平均給料月額

　（平成 29 年 4 月 1 日現在）

区分 経験年数 10 年 経験年数 20 年
大学卒 255,950 円 359,262 円 
高校卒 220,140 円 321,080 円 

区分 経験年数 25 年 経験年数 30 年
大学卒 375,578 円 393,885 円 
高校卒 353,367 円 379,033 円 

職員の平均給与月額・初任給などの状況

■期末手当・勤勉手当（平成 28 年度決算）

区分 四国中央市 国
1 人当たり平均支給額 　1,520 千円 －
期末手当　支給割合 2.60 月分（1.45） 同左勤勉手当　支給割合 1.70 月分（0.80）

加算措置 役職加算　 5～ 20％ 同左
管理職加算 － 10 ～ 25％

※（　）内は再任用職員の支給割合です

■退職手当（平成 28 年度決算）

区分 四国中央市 国自己都合 勧奨・定年
勤続 20 年 20.445 月分 25.55625月分

同左勤続 25 年 29.145 月分 34.5825 月分
勤続 35 年 41.325 月分 49.59 月分
最高限度額 49.59 月分 49.59 月分
定年前早期退職
特例措置

－ 2～ 20％加算
2～45％
加算

1人当たり平均支給額 － 21,378 千円 －
※ 1人当たり平均支給額は、平成 28 年度に退職した職員に
支給された平均額です

■特殊勤務手当（平成 28 年度決算）

支給実績  11,920 千円
支給職員 1人当たり平均支給年額    58,721 円
※職員全体に占める手当支給職員の割合（28 年度）…22.5％

■時間外勤務手当（平成 28 年度決算）

支給実績 197,081 千円
職員 1人当たり平均支給年額   295,000 円

■扶養手当（平成 28 年度決算）

支給実績  99,183 千円
支給職員 1人当たり平均支給年額   219,432 円
配偶者…10,000 円
配偶者以外　
○子 1人につき…8,000 円
 職員に配偶者がない場合、そのうち 1人…10,000 円
○父母等 1人につき…6,500 円
　職員に配偶者がない場合、そのうち 1人…9,000 円
○満 16 歳年度初めから満 22 歳年度末までの間にある子 1人
  につき 5,000 円加算

■住居手当（平成 28 年度決算）

支給実績  58,264 千円 
支給職員 1人当たり平均支給年額   120,132 円
持家居住者…3,500 円
借家居住者（家賃 12,000 円以上支払っている職員）…上限
27,000 円

職員の手当の状況

　市では、年に一度、市職員などの
給与の状況などを公表しています。
　　　　　　　　　　　　　
■問い合わせ先　人事課　28-6004


